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市学校給食会運営支援事業 475 0.152 学校給食運営事業 Ｂ

単 市 20

研修会等参加負担金事務

単 市

予算配分方針

5.0
2.0

－

7.0

経営戦略会議決定事項H28
ベンチマーク －

食材残渣人数/提供総食数

H21
H23

8.0 8.0
13.2 7.9
60.6 101.3

参
考
指
標
③

1人１食あたりの給食残渣
量

目標 8.0
実績 9.6

達成率 83.3

16.0

－ －

H28 16.0
配送を必要とする学校へのコンテナ

H21
16.0

基本施策への貢献度

４やや高い

翌年度予算の
方向性

役職 教育次長
平均を上回る配分

二次評価者コメント

氏名 竹中　史朗

衛生管理や栄養管理、給食指導の充実に努めているが、施設整備の面で進捗が見られな
い。今後、老朽化した施設の整備、調理場の再編と幼稚園給食開始の要望に対応する必
要があり、重点的な予算配分が望まれる。

参
考
指
標
②

適温コンテナ整備率

目標 15
実績 13

達成率 86.7
ベンチマーク

13 13 H23
86.7 81.3

41.0
15 16

県平均値 － －

達成率 107.5 95.6 95.6 H28 45.0
ベンチマーク

H21
実績 43.0 43.0 43.0

－

H23 45.0
参
考
指
標
①

地元食材の供給率

目標 40.0 45.0 45.0
地元食材/地元以外の食材

－
同左

達成率 99.7 88.8 85.7 H28 85.0
　  担当への指示
(今後の展開、事業見直し、
 新規事業創出等)

旧備前地区の学校給食施設は、伊里共同調理場を除き整備が遅れてい
る。特に、備前中学校の給食調理室は老朽化が著しく、片上小の調理
場は設備面で課題が多い。これら施設の一体的な改善策、併せて、配
送計画を含めて現在の調理場の再編も検討する。

45.0

市民意識調査結果による

H21
実績 69.8 66.6 64.3

成
果
指
標

学校給食において食育が必
要であると感じている市民
の割合

目標 70.0

ベンチマーク

H18 H19 H20
3

成果指標・計算式・ベンチマークの説明 目標値

H23 80.0
75.0 75.0

施策の有効性
(指標分析、評価年度･
 中長期の達成度)

3 市民意識調査の結果、食育の重要度の割合が減少している
が、成果指標は、一定の成果を上げている。 3 同左75.0

施策に対する成果指標名
単
位

過年度実績 評価年度
3 同左2

事業構成の適当性
(実施手段)

調査対象でない施策
は、市民の反応等 1

役割分担の妥当性
(市の関与、協働の可
 能性)

3

評価 判断理由

3
妥当な事業構成であるが、一部老朽化した施設がある。
幼稚園給食を望む声もあり、施設整備の再編により効率
的な事業運営に努める必要がある。

小中学校の給食については、学校給食法に実施努力規定
がある。

調査結果に対するコメン
ト、市民の反応等 昨年と比べ指標の割合が若干減少したが、食育の重要性は高く市民への認識をより高めていく努力が必

要である。

一次評価 二次評価
項　目

５：非常に高い　４：高い　３：どちらともいえない　２：低い　１：非常に低い

3 同左

評価 判断理由

教育総務課 学校給食調理場の再編整備事業 老朽化した施設を改善し、より安全な給食を提供する。同時に配送計画を見直し公立的な運用を図る。

実施主体 新規に必要な事業・連携が必要な事業 説明・期待される効果

満足度（%）

重要度（%）

11.42 99,940
計

H22 89,049 13,315この施策に費やした資源（単位：千円，人）
調査年度 H19 H20 H21

平成18年度 平成19年度 平成20年度

1.70 95,718 15,213 1.99 105,668 69,845

(総合計画の施策部分
から、実施する施策
を抽出)

民間委託の検討

地産地消の奨励

施策展開 給食施設の整備
③ 共同調理場の統廃合

②
安全衛生管理、栄養管理の徹底と給食指導の充実を図ってゆく必要がある。また、老朽化した施設の改善や
学校給食衛生管理基準に適合した施設への改善等を図るために、調理場の新設移転・統廃合を進めるととも
に、給食業務の民間委託について検討の必要がある。

現況と課題

(総合計画から現在の
問題点を抽出)

給食施設整備事業 5,505192 0.02 ☆☆☆☆ 計画事業20 0 0.00 5,935(誰のために、何のた
めに)

給食施設整備事業 Ｂ

0.00施策の対象と目的 学校給食振興期成会負担金事務 単 市 1 1学校教育の一環として、安全でバランスのとれた学校給食を提供し、児童・生徒の心身の健全な発達を促進
する。

☆ その他 00 0.00 0 0
4011 0.00 ☆☆☆☆ その他40 93 0.01 4050

その他 00 0 0.00 ☆☆9 0 0.00単 市 12
☆☆☆2,292 652中項目（基本施策） 未来を支える人材を育むまちづくり 学校給食運営事業 単 市 計画事業 2,7990.07 2,356 178 0.022,328
☆☆☆☆☆ 計画事業 91,5961.91 97,337 69,464 11.3812,840 1.55 93,356 14,468Ｂ 給食調理場管理運営事業 単 市 86,638

政策の体系
大項目（基本目標） 地域文化と人が輝くまちづくり 給食施設管理運営事業

人件費 人工数
(高 ～ 低)

直　接
事業費

人件費 人工数
Ａ ～ Ｅ 直　接

事業費

5月補正後
☆☆☆☆☆
　　～
☆

義務的
計画事業

その他

予算額

経費の
性 質

※一財ベース

施策への
貢献度

平成21年度

評価結果

事業分類

平成18年度

人件費 人工数

細　事　業

事業費等（単位：千円，人）

直　接
事業費

平成20年度平成19年度

氏名 竹中　史朗施　策　名
（小項目）

学校給食

コード 作
成
者

備　前　市　施　策　評　価　シ　ー　ト

（平成20年度事業）

所　　属　　長　　評　　価
電話 0868-64-1802

施策を構成する
事　務　事　業

事務事業

役職 教育総務課長

03-01-05

＜見直し領域＞
その施策や事業が必要
か否かの検討が必要

＜維持領域＞
現状の方向を継続

＜強化領域＞
内容等を見直し、市民
満足度を高める事業を
行う

＜検討領域＞
その施策や事業の存続
の検討が必要

重　　　要　　　度
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備前市総合計画の内容から記載する

⑤　施策成果指標（基本目標・基本施策・施策意図から設定）

⑥　施策構成事務事業の評価

⑧　施策の評価

⑦　⑥以外で、目標達成に必要な新規事業及び連携させる他部署の事業

④市民意識調査による施策の重要度・満足度


